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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 

回次 第40期中 第41期中 第42期中 第40期 第41期 

会計期間 

自 平成15年
  ４月１日
至 平成15年
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日
至 平成16年
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日
至 平成17年
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日
至 平成17年
  ３月31日

売上高 (百万円) 20,784 22,379 26,901 43,117 48,584

経常利益 (百万円) 2,167 2,358 2,519 4,516 4,746

中間(当期)純利益 (百万円) 1,121 1,310 1,268 2,376 2,576

純資産額 (百万円) 15,165 17,037 20,949 15,971 19,646

総資産額 (百万円) 34,104 36,090 40,339 35,512 40,575

１株当たり純資産額 (円) 930.09 1,045.63 1,183.85 978.03 1,107.79

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 68.74 80.44 71.67 143.91 149.05

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ─ ─ ─ ─ ―

自己資本比率 (％) 44.5 47.2 51.9 45.0 48.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,208 1,696 1,994 3,101 3,971

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,837 △1,333 △1,721 △3,655 △2,288

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,228 △706 △832 1,414 △920

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 6,504 6,266 7,216 6,595 7,648

従業員数 
(ほか、平均臨時雇用者 
数) 

(名) 
2,049
(3,102)

2,454
(3,070)

2,929
(3,169)

2,259 
(3,071)

2,716

(3,211)

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 連結ベースの潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載し

ておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 当社は、ＴＤＫ物流株式会社と平成16年10月１日付で合併いたしました。第41期中以前の数値につきま

しては、当社がＴＤＫ物流株式会社と合併する前の数値であります。 
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(2) 提出会社の経営指標等 

 

回次 第40期中 第41期中 第42期中 第40期 第41期 

会計期間 

自 平成15年
  ４月１日
至 平成15年
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日
至 平成16年
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日
至 平成17年
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日
至 平成17年
  ３月31日

売上高 (百万円) 11,814 12,455 15,288 24,249 27,744

経常利益 (百万円) 1,274 1,583 1,724 2,644 3,073

中間(当期)純利益 (百万円) 721 1,011 1,019 1,502 1,874

資本金 (百万円) 1,494 1,494 2,349 1,494 2,349

発行済株式総数 (株) 16,335,000 16,335,000 17,737,200 16,335,000 17,737,200

純資産額 (百万円) 12,633 14,039 17,219 13,295 16,365

総資産額 (百万円) 22,140 23,455 26,481 22,335 27,285

１株当たり純資産額 (円) 774.82 861.63 973.11 814.36 922.86

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 44.26 62.10 57.61 90.81 108.23

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ─ ─ ─ ─ ─

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 7.50 7.50 10.00 20.00 17.50

自己資本比率 (％) 57.1 59.9 65.0 59.5 60.0

従業員数 
(ほか、平均臨時雇用者 
数) 

(名) 
497
(427)

511
(411)

708
(579)

482 
(420)

698
(574)

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 当社は、ＴＤＫ物流株式会社と平成16年10月１日付で合併いたしました。第41期中以前の数値につきま

しては、当社がＴＤＫ物流株式会社と合併する前の数値であります。 
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２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 

 

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

 

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 
平成17年９月30日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

国内物流事業 
2,009 
(3,082) 

国際物流事業 
906 
(84) 

商品販売事業 
14 
(3) 

合計 
2,929 
(3,169) 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は臨時従業員の当中間連結会計期間の平均人員であります。 

 

(2) 提出会社の状況 
平成17年９月30日現在 

従業員数(名) 
708 
(579) 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は臨時従業員の当中間会計期間の平均人員であります。 

 

(3) 労働組合の状況 

連結子会社のうち、株式会社流通サービスには運輸労連東京流通サービス労働組合(組合員数 

850人)及び東京西部一般労働組合稲城分会（組合員人数不詳）がそれぞれ組織されており、運輸労

連東京流通サービス労働組合は全日本運輸産業労働組合東京都連合会に、東京西部一般労働組合稲

城分会は東京都西部一般労働組合に属しております。なお、当社及びその他の連結子会社に労働組

合はありません。また、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の我が国経済は、個人消費や設備投資が堅調に推移したものの、ＩＴ関連の在

庫調整や輸出の伸び悩みから、「景気の踊り場」という状態が続きました。しかしながら夏場には在

庫調整もほぼ一巡し、景気の回復基調が見られるようになりました。 

物流業界におきましては、夏場より国際貨物を中心に回復基調が見られましたが、燃料価格上昇に

伴うコスト・アップ等もあり、全体的には厳しい状況が続きました。 

このような事業環境の中、当社グループは引き続き損益分岐点管理など収益管理の徹底やシステム

運用力の強化による事業運営の効率化を推進するとともに、グローバルな物流体制の整備拡大など事

業基盤の強化を図ってまいりました。 

本年４月には顧客の航空貨物ニーズの増大に対応するため、成田地区に新倉庫を竣工し、営業を開

始いたしました。国内外の航空貨物の多機能物流拠点として、航空貨物事業の拡大を進めてまいりま

した。 

また、昨年10月にスタートしたＴＤＫ物流㈱との合併につきましても、運送事業の合理化や間接費

用の削減等を中心に統合効果の捻出に努めるとともに、合併により強化した営業ネットワークを活用

した拡販活動を進めてまいりました。 

この結果、当中間連結会計期間におきましては、売上高は26,901百万円と前年同期と比べ4,522百

万円(20.2％)の増収となりました。利益面におきましても経常利益は2,519百万円と前年同期と比べ

160百万円(6.8%)の増益、中間純利益は1,268百万円と前年同期と比べ42百万円(3.3％)の減益となり

ました。 

 

①事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

国内物流事業 

国内物流事業では、電子部品物流分野におきまして、年初からのＩＴ関連の在庫調整による

生産の伸び悩みを受け、厳しい状況が続きました。このような中、当社は顧客ニーズに対応し

た拡販活動を進めてまいりました。前年同期との比較では、昨年10月のＴＤＫ物流㈱との合併

に伴う運送・保管業務の売上増が加わっております。 

また、消費物流分野を担う㈱流通サービスでは、顧客の物流改革、アウトソーシング・ニー

ズに対応した拡販活動を進め、個配・流通加工業務を中心に受託量を増やしました。 

この結果、当セグメントの売上高は17,213百万円（前年同期比3,121百万円増）、営業利益

は1,518百万円（前年同期比184百万円増）となりました。 
 
国際物流事業 

国際物流事業では、顧客のグローバルな物流ニーズが高まる中、フォワーディング事業の強

化を図るとともに、成田営業拠点の開設等グローバルな物流ネットワークの拡大、拡販活動を

進め、受託貨物量を増やしました。しかしながら、利益面では物流業者間の競争の激化、原油

価格の高騰等の影響を受け、厳しい状況を余儀なくされました。 

この結果、当セグメントの売上高は6,037百万円（前年同期比1,027百万円増）、営業利益は

881百万円（前年同期比29百万円減）となりました。 
 
商品販売事業 

商品販売事業では、顧客の海外生産シフトによる資材の現地調達化の影響を受け、国内需要

は減少いたしましたが、国内外で顧客ニーズに対応した拡販活動を進めた結果、中国を中心に

売上を伸ばしました。 

この結果、当セグメントの売上高は3,650百万円（前年同期比373百万円増）、営業利益は

128百万円（前年同期比7百万円増）となりました。 
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②所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

日本 

当社は、電子部品物流分野におけるＩＴ関連での在庫調整など厳しい状況が続きましたが、

昨年10月の当社とＴＤＫ物流㈱との合併による効果により前年同期比で増収となりました。 

また、国内子会社では、消費物流分野において、顧客ニーズに対応した拡販活動を進めたこ

とにより個配・流通加工業務を中心に受託量が増加いたしました。 

この結果、当セグメントの売上高は23,176百万円(前年同期比3,612百万円増)となり、営業

利益は1,941百万円(前年同期比41百万円増)となりました。 

アジア 

当社海外子会社では、顧客のグローバルな物流ニーズが高まる中、主に中国内におけるネッ

トワークの拡充及び拡販活動に努めたことなどによりフォワーディング事業や成形材料販売事

業を中心に増収となりました。 

この結果、当セグメントの売上高は3,727百万円(前年同期比651百万円増)となり、営業利益

は573百万円(前年同期比120百万円増)となりました。 

その他の地域 

主に得意先による北米向け輸出が前年同期よりも減少したことなどにより、北米子会社にお

ける輸入貨物取扱量が予定よりも減少しました。 

この結果、当セグメントの売上高は75百万円(前年同期比６百万円減)となり、営業利益は１

百万円(前年同期比５百万円減)となりました。 

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、非

資金費用項目の増加などにより営業活動によるキャッシュ・フローの収入が増加しましたが、新倉

庫建設代金の支払などにより投資活動によるキャッシュ・フローの支出が増加し、また借入金返済

などにより財務活動によるキャッシュ・フローの支出が増加したため、前連結会計年度と比べ資金

は432百万円(5.6％)減少し、7,216百万円となりました。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における営業活動による資金の収入は、減価償却費や退職給付引当金の増加

等、非資金費用項目が増加していること等により、1,994百万円(前年同期比 298百万円の収入増)

となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における投資活動による資金の支出は、当社での成田新倉庫建設代金の支払

等により1,721百万円の支出(前年同期比388百万円の支出増)となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の支出は、長期借入金の返済や配当金の支払等

により、832百万円(前年同期比125百万円の支出増)となりました。 

 

これらの結果、当連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシ

ュ・フローを合わせたフリーキャッシュ・フローは、272百万円のプラスとなりました。 



ファイル名:021_0033300501712.doc 更新日時:2005/12/07 13:24 印刷日時:05/12/08 5:04 

― 7 ― 

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

売上高実績 

当中間連結会計期間における売上高実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 事業の種類別セグメントの

名称 

売上高(百万円) 前年同期比(％) 

国内物流事業 17,213 122.2

国際物流事業 6,037 120.5

商品販売事業 3,650 111.4

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

─ ─

合計 26,901 120.2

(注) １ 外注実績は、次のとおりであります。なお、外注比率は、売上高に対する外注費の割合であります。 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 事業の種類別セグメントの

名称 

外注費(百万円) 前年同期比(％) 外注比率(％) 

国内物流事業 4,761 129.8 27.7

国際物流事業 3,046 119.8 50.5

商品販売事業 ─ ─ ─

セグメント間の 
内部振替高 

─ ─ ─

合計 7,808 125.7 29.0

 
２ 最近２中間連結会計期間における主な相手先別の売上高実績及び当該売上高実績の総売上高実績に対す
る割合は、次のとおりであります。 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 相手先名 

売上高(百万円)
総売上高に 
対する割合(％) 

売上高(百万円) 
総売上高に 
対する割合(％)

アルプス電気株式会社 4,790 21.4 4,542 16.9

ＴＤＫ株式会社 4 0.0 2,243 8.3

アルパイン株式会社 1,369 6.1 1,491 5.5

 

３ 上記金額には消費税等は、含まれておりません。 
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３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）の対処すべき課題に

ついて、重要な変更はありません。 

中国を中心とする顧客のグローバルな物流ニーズと国内外の事業環境の変化を受け、当社グル

ープでは今年４月より営業を開始しました成田営業所を中心とした航空貨物事業の拡充、昨年の

ＴＤＫ物流㈱との合併による輸配送ネットワークの統廃合、隣接拠点の統合、貨物の融合・集約

化を引き続き進めるなど、各事業の効率化を図っていくとともに、拡販活動を進めてまいります。 

 

 

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

 

 

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画していた設備の新設、除却等の計画につ

いて重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。また、新たに確定した重要な設備の新

設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 70,000,000 

計 70,000,000 

(注) 「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる。」旨を定款に定めております。 

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 
(平成17年12月９日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 17,737,200 17,737,200 
東京証券取引所 
市場第二部 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 17,737,200 17,737,200 ― ― 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

 

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
 
(百万円) 

資本金残高
 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 17,737,200 ― 2,349 ― 2,029
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(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

アルプス電気株式会社 東京都大田区雪谷大塚町１番７号 8,263 46.59

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,007 11.32

ＴＤＫ株式会社 東京都中央区日本橋１丁目13番１号 1,402 7.91

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,102 6.22

バンク オブ ニューヨーク ヨ
ーロッパ リミテッド ルクセン
ブルグ 131800 
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行) 

東京都中央区日本橋兜町６番７号 680 3.84

アルパイン株式会社 東京都品川区西五反田１丁目１番８号 396 2.23

ビー エヌ ピー パリバ セキュ
リティーズ サービス ルクセン
ブルグ ジャスデック セキュリ
ティーズ 
(常任代理人 香港上海銀行) 

東京都中央区日本橋３丁目11番１号 235 1.33

資産管理サービス信託銀行株式
会社 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 180 1.02

中央三井信託銀行株式会社 
(常任代理人 日本トラステ
ィ・サービス信託銀行) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 165 0.93

ミックス 
(常任代理人 株式会社東京三
菱銀行) 

東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 160 0.90

計 ― 14,593 82.28

(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

  日本マスタートラスト信託銀行株式会社          2,007 千株 

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社        1,102 千株 

  資産管理サービス信託銀行株式会社             180 千株 

２ 次の法人から、当中間会計期間中に大量保有報告書の提出があり、次のとおり株式を保有している旨の

報告を受けておりますが、当中間期末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができません

ので上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

 

提出者の氏名又は名称 
提出日 

(報告義務発生日) 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％) 

メリルリンチ日本証券株式会社 
平成17年６月15日 
(平成17年５月31日) 

1,554 8.77

モルガン・スタンレー・ジャパ 
ン・リミテッド 

平成17年７月８日 
(平成17年６月30日) 

941 5.31
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(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
 (自己保有株式) 
普通株式   41,500

― 
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 17,695,400 176,947 同上 

単元未満株式 普通株式     300 ― 同上 

発行済株式総数 17,737,200 ― ― 

総株主の議決権 ― 176,947 ― 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が700株含まれており

ます。また、「議決権の数」の中には、同社名義の完全議決権株式に係る議決権の数７個は含まれており

ません。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式78株が含まれております。 

 

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数
(株) 

他人名義
所有株式数
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社アルプス物流 

神奈川県横浜市 
港北区新羽町1756番地 

41,500 ― 41,500 0.23 

計 ― 41,500 ― 41,500 0.23 
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２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 2,605 2,595 2,385 2,355 2,205 2,430

最低(円) 2,405 2,000 1,985 2,070 2,025 2,090

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

 

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はあり

ません。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日 内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。 

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 

内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。 

 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成

16年９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結

財務諸表並びに前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査

を受けております。 
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１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

 

  
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   6,528 7,421  7,909

２ 受取手形及び 
営業未収金 

  7,093 8,120  7,767

３ たな卸資産   476 471  487

４ 繰延税金資産   593 701  614

５ その他   1,351 1,225  1,293

貸倒引当金   △11 △1  △12

流動資産合計   16,030 44.4 17,938 44.5  18,059 44.5

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 建物及び構築物 ※２ 8,615 10,424 10,606 

(2) 機械装置及び 
運搬具 

 845 1,143 1,145 

(3) 工具器具備品  425 495 483 

(4) 土地 ※２ 6,755 6,923 6,923 

(5) 建設仮勘定  750 17,392 48.2 3 18,989 47.1 5 19,164 47.2

２ 無形固定資産    

(1) 連結調整勘定  0 0 0 

(2) その他  863 863 2.4 887 887 2.2 897 897 2.3

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券  382 495 415 

(2) 繰延税金資産  323 458 461 

(3) その他  1,135 1,612 1,620 

貸倒引当金  △37 1,803 5.0 △42 2,523 6.2 △43 2,454 6.0

固定資産合計   20,059 55.6 22,401 55.5  22,516 55.5

資産合計   36,090 100.0 40,339 100.0  40,575 100.0
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前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形及び 
営業未払金 

  2,813 4,084  4,091

２ 短期借入金 ※２  2,390 2,208  2,740

３ 賞与引当金   846 1,043  850

４ その他   4,720 3,549  4,948

流動負債合計   10,771 29.8 10,886 27.0  12,630 31.1

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金 ※２  5,923 5,536  5,484

２ 繰延税金負債   2 1  1

３ 退職給付引当金   370 852  659

４ 役員退職慰労引当金   347 224  359

５ 連結調整勘定   6 4  5

６ その他   12 4  8

固定負債合計   6,663 18.5 6,623 16.4  6,519 16.1

負債合計   17,434 48.3 17,509 43.4  19,150 47.2

    

(少数株主持分)    

少数株主持分   1,618 4.5 1,880 4.7  1,779 4.4

    

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   1,494 4.1 2,349 5.8  2,349 5.8

Ⅱ 資本剰余金   1,440 4.0 2,029 5.0  2,029 5.0

Ⅲ 利益剰余金   14,294 39.6 16,610 41.2  15,562 38.3

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

  61 0.2 128 0.3  80 0.2

Ⅴ 為替換算調整勘定   △204 △0.6 △118 △0.3  △325 △0.8

Ⅵ 自己株式   △48 △0.1 △50 △0.1  △50 △0.1

資本合計   17,037 47.2 20,949 51.9  19,646 48.4

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  36,090 100.0 40,339 100.0  40,575 100.0
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② 【中間連結損益計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   22,379 100.0 26,901 100.0  48,584 100.0

Ⅱ 売上原価   18,683 83.5 22,945 85.3  40,916 84.2

売上総利益   3,695 16.5 3,956 14.7  7,667 15.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  1,329 5.9 1,428 5.3  2,804 5.8

営業利益   2,366 10.6 2,528 9.4  4,862 10.0

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  4 9 10 

２ 連結調整勘定償却額  0 0 1 

３ 為替差益  27 28 0 

４ 保険返戻金  15 12 39 

５ その他  25 74 0.3 49 101 0.4 63 114 0.2

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  69 63 135 

２ 特定金銭信託評価損  ─ 35 55 

３ その他  12 82 0.4 10 110 0.4 38 230 0.4

経常利益   2,358 10.5 2,519 9.4  4,746 9.8

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※２ 0 1 5 

２ 貸倒引当金戻入額  14 12 10 

３ 子会社役員退職慰労 
  引当金戻入益 

 ─ ─ 2 

４ 産業立地促進補助金  ─ 14 0.1 ─ 13 0.0 55 74 0.1

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産売却除却損 ※３ 5 100 15 

２ 退職給付費用  ─ 5 0.0 169 269 1.0 ─ 15 0.0

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

  2,367 10.6 2,263 8.4  4,805 9.9

法人税、住民税 
及び事業税 

 965 908 1,899 

法人税等調整額  △89 875 3.9 △113 794 3.0 △50 1,849 3.8

少数株主利益   181 0.8 200 0.7  379 0.8

中間(当期)純利益   1,310 5.9 1,268 4.7  2,576 5.3
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③ 【中間連結剰余金計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  1,440 2,029  1,440

Ⅱ 資本剰余金増加高    

  合併に伴う資本剰余金 
  増加高 

 － － － － 589 589

 Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末) 
   残高 

 1,440 2,029  2,029

    

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高  13,217 15,562  13,217

Ⅱ 利益剰余金増加高    

  １ 中間(当期)純利益  1,310 1,268  2,576 

 ２ 合併に伴う利益剰余金 
    増加高 

 － 1,310 － 1,268 124 2,700

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１ 配当金  203 176  325 

２ 役員賞与  29 233 42 219 29 355

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末) 
  残高 

 14,294 16,610  15,562
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分 

注
記 
番
号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

 税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 2,367 2,263 4,805

 減価償却費  551 673 1,213

 連結調整勘定償却額  △0 △0 △1

 貸倒引当金の減少額  △10 △12 △3

 賞与引当金の増加額  159 193 162

 退職給付引当金の増加額 
 (△減少額) 

 28 192 △20

 前払年金費用の減少額  6 ─ 78

 役員退職慰労引当金の増加額 
 (△減少額) 

 △3 △135 9

 受取利息及び配当金  △6 △12 △14

 支払利息  69 63 135

 固定資産売却除却損  5 100 15

 売上債権の増加額  △35 △283 △148

 たな卸資産の減少額 
 (△増加額) 

 △78 34 △88

 仕入債務の増加額(△減少額)  △803 △56 501

 その他の流動負債の増加額 
 (△減少額) 

 641 △55 △569

 その他  △156 33 △14

小計  2,735 2,997 6,062

 利息及び配当金の受取額  6 12 14

 利息の支払額  △71 △64 △135

 法人税等の支払額  △974 △950 △1,969

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 1,696 1,994 3,971
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前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

 ３ヶ月超定期預金の純増減  △17 55 △16

 投資有価証券の 
取得による支出 

 △0 △1 △2

 有形固定資産の 
取得による支出 

 △1,219 △1,776 △2,162

 有形固定資産の 
売却による収入 

 4 13 70

 無形固定資産の 
取得による支出 

 △37 △19 △71

 その他投資活動による収入  19 94 78

 その他投資活動による支出  △81 △87 △185

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,333 △1,721 △2,288

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

 短期借入金の純増加  329 21 405

 長期借入れによる収入  ─ 300 ─

 長期借入金返済による支出  △678 △816 △834

 自己株式の取得による支出  △13 ─ △15

 配当金の支払  △203 △176 △325

 少数株主への配当金の支払  △137 △155 △141

 その他財務活動による支出  △2 △5 △9

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △706 △832 △920

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 14 127 △59

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増減額 

 △329 △432 702

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 6,595 7,648 6,595

Ⅶ 合併により引き継いだ現金 
  及び現金同等物の額 

 ─ ─ 350

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

※ 6,266 7,216 7,648
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事

項 

子会社はすべて連結されており

ます。 

当該連結子会社は、 

 株式会社流通サービス 

 株式会社流通運輸 

 アルプス物流香港有限公司 

 アルプス・ロジスティクス 

  (Ｓ)プライベート・ 

  リミテッド 

 アルプス・ナイガイ・ロジス

  ティクス（マレーシア） 

  ＳＤＮ．ＢＨＤ． 

 天津泰達アルプス物流 

  有限公司 

 アルプス物流(上海)有限公司

 広東アルプス物流有限公司 

 アルプス・ロジスティクス 

  (ＵＳＡ)インク 

 大連泰達アルプス物流 

  有限公司 

 の10社であります。 

同左 同左 

２ 持分法の適用に関する

事項 

当該持分法適用関連会社は、 

 上海東軟時代物流軟件 

  有限公司 

 の１社であります。 

 同社は、中間決算日が中間連結

決算日と異なるため、同社の中間

会計期間に係る中間財務諸表を使

用しております。 

 

同左 当該持分法適用関連会社は、 

 上海東軟時代物流軟件 

  有限公司 

 の１社であります。 

同社は、決算日が連結決算日と異

なるため、同社の会計年度に係る

決算財務諸表を使用しておりま

す。 
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項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 連結子会社の中間決算

日(決算日)等に関する

事項 

 連結子会社のうち、株式会社 

流通サービスは中間連結決算日 

に一致しております。 

 連結子会社のうち、中間決算日

が６月30日の会社は以下の８社で

あります。 

 アルプス物流香港有限公司 

 アルプス・ロジスティクス 

  (Ｓ)プライベート・ 

  リミテッド 

 アルプス・ナイガイ・ロジス 

  ティクス（マレーシア） 

  ＳＤＮ．ＢＨＤ． 

 天津泰達アルプス物流 

  有限公司 

 アルプス物流（上海）有限公司

 広東アルプス物流有限公司 

 アルプス・ロジスティクス 

  （ＵＳＡ）インク 

 大連泰達アルプス物流有限公司

 連結子会社のうち、中間決算日

が７月31日の会社は以下の１社で

あります。 

 株式会社流通運輸 

 中間連結財務諸表作成に当たっ

ては、同日現在の中間財務諸表を

使用し、中間連結決算日との間に

生じた重要な取引については連結

上必要な調整を行っております。

 

同左  連結子会社のうち、株式会社 

流通サービスは連結決算日に一致

しております。 

 連結子会社のうち、決算日が12

月31日の会社は以下の８社であり

ます。 

 アルプス物流香港有限公司 

 アルプス・ロジスティクス 

  (Ｓ)プライベート・ 

  リミテッド 

 アルプス・ナイガイ・ロジス 

  ティクス（マレーシア） 

  ＳＤＮ．ＢＨＤ． 

 天津泰達アルプス物流 

  有限公司 

 アルプス物流（上海）有限公司

 広東アルプス物流有限公司 

 アルプス・ロジスティクス 

  （ＵＳＡ）インク 

 大連泰達アルプス物流有限公司

 連結子会社のうち、決算日が１

月31日の会社は以下の１社であり

ます。 

 株式会社流通運輸 

 連結財務諸表の作成に当たって

は、同日現在の決算財務諸表を使

用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については連結上必要

な調整を行っております。 

４ 会計基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法 

 

① 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    当中間連結会計期間末日

の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定)を採用しております。

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法

を採用しております。 

 

① 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

       同左 

 

 

 

 

 

   時価のないもの 

       同左 

 

① 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    当連結会計年度末日の市

場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

を採用しております。 

   時価のないもの 

       同左 

 

 ② デリバティブ 

  時価法を採用しております。

② デリバティブ 

       同左 

② デリバティブ 

       同左 

 ③ 運用目的の金銭の信託 

  特定金銭信託 

   時価法を採用しておりま

す。 

③ 運用目的の金銭の信託 

  特定金銭信託 

       同左 

③ 運用目的の金銭の信託 

  特定金銭信託 

       同左 

 ④ たな卸資産 

  仕入商品及び貯蔵品 

   主として移動平均法による

原価法を採用しております。

④ たな卸資産 

  仕入商品及び貯蔵品 

       同左 

 

④ たな卸資産 

  仕入商品及び貯蔵品 

       同左 
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項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

  当社と国内連結子会社は定率

法を、在外連結子会社は定額法

を採用しております。 

  ただし、当社と国内連結子会

社は、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物付属設備は除

く)については、定額法によっ

ております。なお、主な耐用年

数は次のとおりです。 

建物及び構築物   ２～50年

機械装置及び運搬具 ２～13年

工具器具備品    ２～20年

① 有形固定資産 

       同左 

 

① 有形固定資産 

       同左 

 ② 無形固定資産 

  定額法を採用しております。

  ただし、ソフトウェア(自社

利用分)については社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく

定額法によっております。 

② 無形固定資産 

       同左 

② 無形固定資産 

       同左 

 (3) 重要な引当金の計上

基準 

① 貸倒引当金 

  売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

       同左 

① 貸倒引当金 

       同左 

 ② 賞与引当金 

  従業員の賞与金の支払に備え

て支給見込額の当中間連結会計

期間負担額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 

       同左 

② 賞与引当金 

  従業員の賞与金の支払に備え

て支給見込額の当連結会計年度

負担額を計上しております。 

 ③ 退職給付引当金 

  当社は従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生して

いると認められる額を計上して

おります。なお、国内連結子会

社は簡便法を適用しておりま

す。 

  過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(13年)による按

分額を費用処理しております。

  数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間(13年)に

よる按分額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

③ 退職給付引当金 

  当社は従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生して

いると認められる額を計上して

おります。なお、国内連結子会

社のうち、株式会社流通運輸は

簡便法を採用しております。 

  過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(13年)による按

分額を費用処理しております。

  数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間(13年)に

よる按分額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

③ 退職給付引当金 

  当社は従業員分の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。なお、国内連結子会社

は簡便法を採用しております。

  過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(13年)による按

分額を費用処理しております。

  数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間(13年)に

よる按分額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理する

こととしております。 
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項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ④ 役員退職慰労引当金 

  当社及び国内連結子会社１社

は、役員の退職慰労金の支払に

備えるため、役員退職慰労金内

規に基づく当中間連結会計期間

末要支給額を計上しておりま

す。 

④ 役員退職慰労引当金 

  当社及び国内連結子会社であ

る株式会社流通サービスは、役

員の退職慰労金の支払に備える

ため、役員退職慰労金内規に基

づく当中間連結会計期間末要支

給額を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

  当社及び国内連結子会社１社

は、役員の退職慰労金の支払に

備えるため、役員退職慰労金内

規に基づく当連結会計年度末要

支給額を計上しております。 

 (4) 重要なリース取引の

処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 (5) 重要なヘッジ会計の

方法 

① ヘッジ会計の方法 

  ヘッジ会計の要件を満たす金

利スワップについては、特例

処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段 金利スワップ

  ・ヘッジ対象 借入金 

③ ヘッジ方針 

  金利リスクの低減並びに金融

収支改善のため、対象債務の

範囲内でヘッジを行っており

ます。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

  特例処理を採用している金利

スワップのみのため、有効性

の評価を省略しております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

③ ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

③ ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 (6) その他中間連結財務

諸表(連結財務諸表)

作成のための基本と

なる重要な事項 

 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方

式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・

フロー計算書(連結キ

ャッシュ・フロー計算

書)における資金の範

囲 

 手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短

期投資を計上しております。 

同左 同左 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

――――― 

 

 

１ 固定資産の減損に係る会計基準 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

 

２ 退職給付引当金 

 国内連結子会社のうち、株式会社流通サ

ービスは、従来「退職給付会計に関する実

務指針（中間報告）」（日本公認会計士協

会会計制度委員会報告第13号）に定める簡

便法により算定しておりましたが、当中間

連結会計期間より原則法に変更しておりま

す。 この変更は、当該連結子会社が当社

との会計処理を統一し、連結グループの財

務内容に対し更なる健全化をはかるため、

原則法の採用を前提とする退職給付債務に

関する社内体制の整備を進めてきました

が、当中間連結会計期間にてその体制が整

ったことに伴い、この計算方法の変更を行

ったものであります。 

 この変更による当期首時点における簡便

法から原則法への移行にかかる差異は、

「退職給付費用 169百万円」として特別損

失に計上しております。これに伴い、従来

の方法によった場合と比べ退職給付費用が

170百万円多く計上され、営業利益、経常

利益はそれぞれ１百万円減少し、税金等調

整前中間純利益は170百万円減少しており

ます。 

なお、セグメント情報に与える影響は

（セグメント情報）に記載しております。

――――― 

 

 

 

表示方法の変更 

 

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

（中間連結貸借対照表） 

 「たな卸資産」は、前中間連結会計期間

末は、流動資産の「その他」に含めて表示

しておりましたが、当中間連結会計期間末

において資産の総額の100分の１を超えた

ため区分掲記しました。なお、前中間連結

会計期間末の「たな卸資産」の金額は230

百万円であります。 

――――― 

 

――――― 

 

 

（中間連結損益計算書） 

 「営業外収益」の「保険返戻金」は営業

外収益の総額の100分の10を超えたため、

区分掲記しました。 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

9,557百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

11,924百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

11,341百万円

※２ 担保提供資産 

 (1) 担保に供している資産 

   有形固定資産 

   建物及び 

   構築物 
3,761百万円

   土地   4,122 〃 

   計   7,884 〃 

 (2) 上記に対応する債務 

   短期借入金 358百万円

   長期借入金   4,246 〃 
 

※２ 担保提供資産 

 (1) 担保に供している資産 

   有形固定資産 

   建物及び 

   構築物 
3,571百万円

   土地   4,122 〃 

   計   7,694 〃 

 (2) 上記に対応する債務 

   短期借入金 473百万円

   長期借入金   3,773 〃 
 

※２ 担保提供資産 

 (1) 担保に供している資産 

   有形固定資産 

   建物及び 

   構築物 
3,667百万円

   土地   4,122 〃 

   計   7,790 〃 

 (2) 上記に対応する債務 

   短期借入金 441百万円

   長期借入金    4,014 〃 
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(中間連結損益計算書関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な項目と金額は次のとおりであ

ります。 

   賃金給与 434百万円

   退職給付費用   20 〃  

   役員退職慰労 
   引当金繰入額 

  17 〃  

   賞与引当金 
   繰入額 

  143 〃  

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な項目と金額は次のとおりであ

ります。 

   賃金給与 491百万円

   退職給付費用   26 〃 

   役員退職慰労
   引当金繰入額

  17 〃 

   賞与引当金 
   繰入額 

  166 〃 

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な項目と金額は次のとおりであ

ります。 

   賃金給与 894百万円

   退職給付費用     47 〃 

   役員退職慰労 
   引当金繰入額 

    34 〃 

   賞与引当金 
   繰入額 

   156 〃 

 
※２ 固定資産売却益の内訳 

   工具器具備品 0百万円

  

※２ 固定資産売却益の内訳 

   建物及び 
   構築物    

0百万円

   機械装置及び
   運搬具 

0 〃 

   工具器具備品 0 〃 

   計      1 〃 
 

※２ 固定資産売却益の内訳 

   建物及び 
   構築物    

3百万円

   機械装置及び 
   運搬具 

2 〃 

   工具器具備品 0 〃 

   計      5 〃 
 

※３ 固定資産売却除却損の内訳 

 売却 

   機械装置及び 
   運搬具 

0百万円

    
    

 

     

     

 

 除却 

   機械装置及び 
   運搬具 

0百万円

   ソフトウェア    2 〃  

   その他    1 〃  

   計    4 〃  
 

※３ 固定資産売却除却損の内訳 

 売却 

   建物及び 
   構築物    

3百万円

   機械装置及び
   運搬具 

0 〃 

   工具器具備品 0 〃 

   計      4 〃 

 

 除却 

   建物及び 
   構築物    

24百万円

   機械装置及び
   運搬具 

65 〃 

   工具器具備品 3 〃 

   その他 1 〃 

   計   95 〃 
 

※３ 固定資産売却除却損の内訳 

 売却 

   その他 1百万円

    
    

 

    
    

 

    
    

 

 除却 

   建物及び 
   構築物 

4百万円

   その他      9 〃 

   計     14 〃 
 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※  現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

 

現金及び 
預金勘定 

6,528百万円

預入期間が 
３ヶ月を超え 
る定期預金 

 △262 〃  

現金及び 
現金同等物 

 6,266 〃  
 

※  現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

 

現金及び 
預金勘定 

7,421百万円

預入期間が 
３ヶ月を超え
る定期預金 

 △205 〃 

現金及び 
現金同等物 

 7,216 〃 

  

※  現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 

 

現金及び 
預金勘定 

7,909百万円

預入期間が 
３ヶ月を超え 
る定期預金 

  △260 〃 

現金及び 
現金同等物 

  7,648 〃 
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(リース取引関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置 
及び 
運搬具 

608 324 284 

工具器具 
備品 

157 97 60 

合計 766 421 344 

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高 
相当額
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

587 275 311

工具器具
備品 

158 106 51

合計 745 381 363

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額

(百万円)
機械装置
及び 
運搬具 

608 320 288

工具器具
備品 

188 118 69

合計 796 438 358

 
(注) 取得価額相当額は、有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

(注) 同左 (注) 取得価額相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占める未

経過リース料期末残高の割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 １年以内   129百万円 

 １年超   215 〃  

 合計   344 〃  
 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 １年以内   133百万円

 １年超   230 〃 

 合計   363 〃 
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

 

 １年以内   133百万円

 １年超     224 〃 

 合計     358 〃 
 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、有形固定資産の中

間期末残高等に占める未経過

リース料中間期末残高の割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(注) 同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料

期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

  支払リース料   78百万円 

  減価償却費相当額   78 〃  
 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

  支払リース料   72百万円

  減価償却費相当額   72 〃 
 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

  支払リース料   159百万円

  減価償却費相当額   159 〃 
 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価格を零とする定額法によって

おります。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 
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(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

種類 
取得原価(百万円) 

中間連結貸借対照表 

計上額(百万円) 
差額(百万円) 

 株式 268 372 104

計 268 372 104

 

２ 時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 

  非上場株式(店頭売買株式を除く) ９百万円

 

 

(当中間連結会計期間) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

種類 
取得原価(百万円) 

中間連結貸借対照表 

計上額(百万円) 
差額(百万円) 

 株式 271 485 214

計 271 485 214

 

２ 時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 

  非上場株式 ９百万円

 

(前連結会計年度) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

種類 
取得原価(百万円) 

連結貸借対照表計上額

(百万円) 
差額(百万円) 

 株式 269 406 136

計 269 406 136

 

２ 時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 

  非上場株式 ９百万円

 

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおきましても、連結子

会社が金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から

除いております。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 
 

 
国内物流事業
(百万円) 

国際物流事業
(百万円) 

商品販売事業
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高   

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

14,091 5,010 3,277 22,379 － 22,379

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

－ － － － － －

計 14,091 5,010 3,277 22,379 － 22,379

営業費用 12,757 4,098 3,156 20,013 － 20,013

営業利益 1,334 911 120 2,366 － 2,366

 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 
 

 
国内物流事業
(百万円) 

国際物流事業
(百万円) 

商品販売事業
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高   

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

17,213 6,037 3,650 26,901 － 26,901

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

－ － － － － －

計 17,213 6,037 3,650 26,901 － 26,901

営業費用 15,694 5,156 3,522 24,373 － 24,373

営業利益 1,518 881 128 2,528 － 2,528

 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
 

 
国内物流事業
(百万円) 

国際物流事業
(百万円) 

商品販売事業
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高   

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

31,522 10,351 6,710 48,584 － 48,584

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

－ － － － － －

計 31,522 10,351 6,710 48,584 － 48,584

営業費用 28,697 8,549 6,474 43,721 － 43,721

営業利益 2,824 1,802 235 4,862 － 4,862

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

     ２ 各事業区分の主な内容 

(1) 国内物流事業……日本国内における貨物の運送、保管及び流通加工等の事業 

(2) 国際物流事業……日本と海外地域との輸出入貨物取扱事業及び海外現地物流事業 

(3) 商品販売事業……包装資材及び成形材料の仕入及び販売事業 

       ３ 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 ２に記載のとおり、国内連結子会社のうち株式会社流通サービ 

           スは、従来「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号）に定める簡 

           便法により算定しておりましたが、当中間連結会計期間より原則法に変更しております。これに伴い、従来の方法によった 

           場合と比べ当中間連結会計期間における国内物流事業での営業費用が１百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 
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【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 
 

 日本 
（百万円） 

アジア 
(百万円) 

その他の地域
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
（百万円）

売上高   

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

19,237 3,064 77 22,379 － 22,379

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 

325 11 5 342 (342) －

計 19,563 3,076 82 22,721 (342) 22,379

営業費用 17,663 2,623 75 20,361 (348) 20,013

営業利益 1,900 453 7 2,360 5 2,366

 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 
 

 日本 
（百万円） 

アジア 
(百万円) 

その他の地域
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
（百万円）

売上高   

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

23,141 3,686 73 26,901 － 26,901

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 

34 41 1 78 (78) －

計 23,176 3,727 75 26,979 (78) 26,901

営業費用 21,234 3,153 74 24,462 (89) 24,373

営業利益 1,941 573 1 2,517 10 2,528

 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
 

 日本 
（百万円） 

アジア 
(百万円) 

その他の地域
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
（百万円）

売上高   

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

42,069 6,382 132 48,584 ─ 48,584

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 

516 35 6 558 (558) ─

計 42,585 6,417 139 49,142 (558) 48,584

営業費用 38,746 5,409 122 44,278 (556) 43,721

営業利益 3,838 1,008 16 4,864 (1) 4,862

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア…………中国、シンガポール、マレーシア 

(2) その他の地域…アメリカ 

    ３ 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 ２に記載のとおり、国内連結子会社のうち株式会社流通サービ 

      スは、従来「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号）に定める簡 

           便法により算定しておりましたが、当中間連結会計期間より原則法に変更しております。これに伴い、従来の方法によった 

           場合と比べ当中間連結会計期間における日本での営業費用が１百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 
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【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

 アジア その他の地域 計 

海外売上高（百万円） 2,706 286 2,993

連結売上高（百万円） 22,379

連結売上高に占める海外
売上高の割合（％） 

12.1 1.3 13.4

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア…………中国、シンガポール、マレーシア 

(2) その他の地域…アメリカ、メキシコ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は、地域における売上高であります。 

 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

 アジア その他の地域 計 

海外売上高（百万円） 3,233 204 3,437

連結売上高（百万円） 26,901

連結売上高に占める海外
売上高の割合（％） 

12.0 0.8 12.8

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア…………中国、シンガポール、マレーシア 

(2) その他の地域…アメリカ、メキシコ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は、地域における売上高であります。 

 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 アジア その他の地域 計 

海外売上高（百万円） 5,875 542 6,417

連結売上高（百万円） 48,584

連結売上高に占める海外
売上高の割合（％） 

12.1 1.1 13.2

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア…………中国、シンガポール、マレーシア 

その他の地域…アメリカ、メキシコ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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(１株当たり情報) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,045円63銭 
 

１株当たり純資産額 1,183円85銭
 

１株当たり純資産額 1,107円79銭
 

１株当たり中間純利益
金額 

80円44銭 

 

１株当たり中間純利益
金額 

71円67銭

 

１株当たり当期純利益
金額 

149円05銭

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 1,310 1,268 2,576

普通株主に帰属しない 
金額(百万円) 

― ― 42

（うち利益処分による役員
賞与金） 

(―) (―) (42)

普通株式に係る中間(当期) 
純利益(百万円) 

1,310 1,268 2,533

期中平均株式数(株) 16,295,455 17,695,622 16,995,601
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(重要な後発事象) 

(前中間連結会計期間) 

ＴＤＫ物流株式会社と当社は、平成16年６月24日開催の両社の定時株主総会において、それぞ

れ承認可決された合併契約書に基づき、平成16年10月１日をもって合併し、当社はＴＤＫ物流株

式会社の資産、負債その他の権利義務の一切ならびに従業員を引き継ぎました。 

合併の概要は次のとおりであります。 

１ 当社は、合併に際して普通株式1,402,200株を発行し、合併期日前日の最終のＴＤＫ物流株式

会社の株主名簿に記載された株主に対して、その所有するＴＤＫ物流株式会社の株式１株に

つき当社の株式0.82株の割合をもって割当交付いたしました。 

２ 当社は、合併により、資本金855百万円、資本準備金589百万円、利益準備金124百万円を増加

させました。この結果、合併後の資本金は2,349百万円、資本準備金2,029百万円、利益準備

金307百万円となりました。 

３ 当社がＴＤＫ物流株式会社より引き継いだ資産・負債の内訳は次のとおりであります。 

区分 金額(百万円) 区分 金額(百万円) 

(資産の部)   (負債の部)  

Ⅰ 流動資産 1,109  Ⅰ 流動負債 713 

Ⅱ 固定資産 1,510  Ⅱ 固定負債 337 

 １ 有形固定資産 795  負債の部 計 1,051 

 ２ 無形固定資産 48   

 ３ 投資その他の資産 666   

資産の部 計 2,619  差引正味財産 1,568 

 

(当中間連結会計期間及び前連結会計年度) 

該当事項はありません。 

 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

 

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  3,289 3,711 4,114 

２ 受取手形  511 454 458 

３ 営業未収金  4,067 4,533 4,644 

４ たな卸資産  138 123 136 

５ 繰延税金資産  371 459 466 

６ その他  854 715 700 

貸倒引当金  △2 △1 △1 

流動資産合計   9,229 39.3 9,996 37.7  10,520 38.6

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 建物 ※２ 3,976 5,859 6,051 

(2) 土地 ※２ 5,311 5,479 5,479 

(3) その他  1,306 980 991 

有形固定資産合計   10,593 45.2 12,319 46.5  12,522 45.9

２ 無形固定資産   524 2.2 546 2.1  562 2.1

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券  377 487 409 

(2) 関係会社株式  1,109 1,109 1,109 

(3) 繰延税金資産  136 181 264 

(4) その他  1,491 1,848 1,905 

貸倒引当金  △7 △7 △8 

投資その他の資産 
合計 

  3,107 13.3 3,620 13.7  3,680 13.4

固定資産合計   14,225 60.7 16,485 62.3  16,765 61.4

資産合計   23,455 100.0 26,481 100.0  27,285 100.0
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前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形  159 156 269 

２ 営業未払金  2,089 3,114 3,121 

３ 短期借入金 ※２ 1,422 1,619 1,622 

４ 未払法人税等  601 574 675 

５ 賞与引当金  411 539 557 

６ その他 ※４ 2,310 1,067 2,261 

流動負債合計   6,993 29.8 7,072 26.7  8,507 31.2

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金 ※２ 2,111 1,741 1,824 

２ 退職給付引当金  130 389 393 

３ 役員退職慰労引当金  180 58 194 

固定負債合計   2,421 10.3 2,189 8.3  2,412 8.8

負債合計   9,415 40.1 9,261 35.0  10,920 40.0

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   1,494 6.4 2,349 8.8  2,349 8.6

Ⅱ 資本剰余金    

   資本準備金  1,440 2,029 2,029 

   資本剰余金合計   1,440 6.1 2,029 7.7  2,029 7.5

Ⅲ 利益剰余金    

 １ 利益準備金  182 307 307 

 ２ 任意積立金    

  (1)特別償却準備金  1 0 1 

  (2)別途積立金  9,550 11,050 9,550 

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益 

 1,358 1,407 2,098 

利益剰余金合計   11,093 47.3 12,765 48.2  11,957 43.8

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

  60 0.3 126 0.5  79 0.3

Ⅴ 自己株式   △48 △0.2 △50 △0.2  △50 △0.2

資本合計   14,039 59.9 17,219 65.0  16,365 60.0

負債・資本合計   23,455 100.0 26,481 100.0  27,285 100.0
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② 【中間損益計算書】 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   12,455 100.0 15,288 100.0  27,744 100.0

Ⅱ 売上原価   10,047 80.7 12,678 82.9  22,752 82.0

売上総利益   2,407 19.3 2,609 17.1  4,992 18.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費   998 8.0 1,062 7.0  2,130 7.7

営業利益   1,409 11.3 1,547 10.1  2,862 10.3

Ⅳ 営業外収益 ※１  213 1.7 244 1.6  335 1.2

Ⅴ 営業外費用 ※２  38 0.3 66 0.4  123 0.4

経常利益   1,583 12.7 1,724 11.3  3,073 11.1

Ⅵ 特別利益 ※３  0 0.0 1 0.0  3 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４  4 0.0 93 0.6  11 0.0

税引前中間(当期) 
純利益 

  1,579 12.7 1,632 10.7  3,066 11.1

法人税、住民税 
及び事業税 

 568 552 1,217 

法人税等調整額  △1 567 4.6 60 612 4.0 △25 1,192 4.3

中間(当期)純利益   1,011 8.1 1,019 6.7  1,874 6.8

前期繰越利益   346 387  346

中間配当額   ― ―  122

中間(当期)未処分 
利益 

  1,358 1,407  2,098
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 有価証券 

 子会社及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法を採

用しております。 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   中間期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定)を採用しております。

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法を

採用しております。 

(1) 有価証券 

 子会社及び関連会社株式 

同左 

 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

  時価のないもの 

同左 

 

(1) 有価証券 

 子会社及び関連会社株式 

同左 

 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定)を採用しております。 

  時価のないもの 

同左 

 

 (2) 運用目的の金銭の信託 

  特定金銭信託 

   時価法を採用しておりま

す。 

(2) 運用目的の金銭の信託 

  特定金銭信託 

同左 

 

(2) 運用目的の金銭の信託 

  特定金銭信託 

同左 

 

 (3) たな卸資産 

 仕入商品及び貯蔵品 

  移動平均法による原価法を採

用しております。 

(3) たな卸資産 

 仕入商品及び貯蔵品 

同左 

 

(3) たな卸資産 

 仕入商品及び貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の

方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっております。 

  ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物付属設

備を除く)については定額法に

よっております。 

  なお、主な耐用年数は次のと

おりです。 

建物及び構築物  ２～50年

機械装置及び運搬具２～13年

工具器具備品   ２～20年

(1) 有形固定資産 

同左 

 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

  定額法によっております。 

  ただし、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

 

(2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

  定額法によっております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 

(1) 貸倒引当金 

同左 
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項目 
前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与金の支払に備え

て支給見込額の当中間会計期間

負担額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

 

(2) 賞与引当金 

  従業員の賞与金の支払に備え

るため、支給見込額の当期負担

額を計上しております。 

 (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

  過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(13年)による按

分額を費用処理しております。

  数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間(13年)による

按分額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとし

ております。 

(3) 退職給付引当金 

        同左 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付の支払に備

えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当事業年度末

において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

  過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(13年)による按

分額を費用処理しております。

  数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間(13年)による

按分額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとし

ております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支払に備

えるため、役員退職慰労金内規

に基づく中間会計期間末要支給

額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

 

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支払に備

えるため、役員退職慰労金内規

に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

４ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係わる方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のための

基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は、税抜

方式を採用しております。 

(2) 税額計算における諸準備金等

の取扱いについて 

 中間会計期間における税金計

算において特別償却準備金を利

益処分により取崩したものとみ

なしております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

 

(2) 税額計算における諸準備金等

の取扱いについて 

同左 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

 

――――― 

 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」(企業会

計審議会 平成14年８月９日)）及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日)を適用しております。これ

による損益に与える影響はありません。 

――――― 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

6,965百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

8,769百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

8,484百万円

※２ 担保資産 

 (1) 担保に供している資産 

  有形固定資産 

建物 676百万円

土地    2,679 〃 

計    3,355 〃 

 

 (2) 上記に対応する債務 

短期借入金 164百万円 

長期借入金      983 〃 
 

※２ 担保資産 

 (1) 担保に供している資産 

  有形固定資産 

建物 626百万円

土地    2,679 〃

計    3,305 〃

 

 (2) 上記に対応する債務 

短期借入金 161百万円

長期借入金      821 〃
 

※２ 担保資産 

 (1) 担保に供している資産 

  有形固定資産 

建物 650百万円

土地       2,679 〃 

計       3,329 〃 

 

 (2) 上記に対応する債務 

短期借入金 164百万円

長期借入金         900 〃 
 

 ３ 偶発債務 

 金融機関からの借入金及び割賦契約

に対する保証予約 

 関係会社 

（保証予約） 

㈱流通サービス 554百万円

天津泰達アルプス物流
有限公司 
 
 

99百万円

(900千 
USドル) 

アルプス物流(上海) 
有限公司 
 
 

33百万円

(300千 
USドル) 

大連泰達アルプス物流
有限公司 

 

32百万円

アルプス・ナイガイ・
ロジスティクス(マレ
ーシア)SDN.BHD. 

18百万円

(637千 
Mドル)

計 738百万円

 上記のうち、外貨建保証債務は、決

算日の為替相場により円換算しており

ます。 

 ３ 偶発債務 

 金融機関からの借入金及び割賦契約

に対する保証予約 

 関係会社 

（保証予約） 

天津泰達アルプス物流
有限公司 
 
 

158百万円

(1,400千
USドル)

大連泰達アルプス物流
有限公司 

 

135百万円

(1,200千

USドル)

アルプス物流(上海)
有限公司 
 
 

33百万円

(300千
USドル)

アルプス・ナイガイ・
ロジスティクス(マレ
ーシア)SDN.BHD. 

10百万円

(354千
Mドル)

計 338百万円

 

 

 上記のうち、外貨建保証債務は、決

算日の為替相場により円換算しており

ます。 

 ３ 偶発債務 

 金融機関からの借入金及び割賦契約

債務に対する保証予約 

 関係会社 

（保証予約） 

㈱流通サービス 557百万円

大連泰達アルプス物流
有限公司 
 
 

107百万円

(1,000千
      USドル)

天津泰達アルプス物流
有限公司 
 
 

96百万円

(900千
USドル)

アルプス物流(上海) 
有限公司 

 

32百万円

(300千
USドル)

アルプス・ナイガイ・
ロジスティクス(マレ
ーシア)SDN.BHD. 

14百万円

(496千
Mドル)

計 802百万円

 上記のうち、外貨建保証予約は、決

算日の為替相場により円換算しており

ます。 

※４ 消費税等に係る表示 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相

殺のうえ金額的に重要性が乏しいた

め、流動負債「その他」に含めて表示

しております。 

※４ 消費税等に係る表示 

同左 

※４ 消費税等に係る表示 

――――― 
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(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息     1百万円 

受取配当金   170 〃  
 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息     0百万円

受取配当金   188 〃 
 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息     2百万円

受取配当金   275 〃 
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息    28百万円 
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 

特定金銭信託評価損

   23百万円

   35 〃 
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 

特定金銭信託評価損 

   53百万円

   55 〃 
 

※３ 特別利益の主要項目 

固定資産売却益     0百万円 
 

※３ 特別利益の主要項目 

固定資産売却益     0百万円

※３ 特別利益の主要項目 

固定資産売却益     3百万円

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産売却除却損     4百万円 
 

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産売却除却損    93百万円

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産売却除却損    11百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産   234百万円 

無形固定資産    15 〃  
 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産   333百万円

無形固定資産    25 〃 
 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産   531百万円

無形固定資産    42 〃 
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(リース取引関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 

 
取得価額 
相当額 
 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円) 

車両 
運搬具 

115 77 38 

工具器具
備品 

131 79 52 

合計 247 156 91 

  

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 

 
取得価額
相当額
 
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高 
相当額
(百万円)

車両 
運搬具

80 59 20

工具器具
備品 

144 96 47

合計 224 155 68

  

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 

 
取得価額 
相当額 
 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額
 
(百万円)

車両 
運搬具

99 68 31

工具器具
備品 

165 101 63

合計 265 170 94

  

(注) 取得価額相当額は、有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

(注) 同左 (注) 取得価額相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占める未

経過リース料期末残高の割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 １年内    44百万円 

 １年超    46 〃  

 合計    91 〃  
 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 １年内    39百万円

 １年超    29 〃 

 合計    68 〃 
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

 

 １年内    49百万円

 １年超    45 〃 

 合計    94 〃 
 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、有形固定資産の中

間期末残高等に占める未経過

リース料中間期末残高の割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(注) 同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料

期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

  支払リース料   28百万円 

  減価償却費相当額   28 〃  
 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

  支払リース料   24百万円

  減価償却費相当額   24 〃 
 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

  支払リース料   59百万円

  減価償却費相当額   59 〃 
 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 
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(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株

式で時価のあるものはありません。 

 

(１株当たり情報) 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 861円63銭 

 

１株当たり純資産額 973円11銭

 

１株当たり純資産額 922円86銭

 
１株当たり中間純利益 
金額 

62円10銭 

 

１株当たり中間純利益 
金額 

57円61銭

 

１株当たり当期純利益 
金額 

108円23銭

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 1,011 1,019 1,874

普通株主に帰属しない 
金額(百万円) 

― ― 35

（うち利益処分による役員
賞与金） 

(―) (―) (35)

普通株式に係る中間(当期) 
純利益(百万円) 

1,011 1,019 1,839

期中平均株式数(株) 16,295,455 17,695,622 16,995,601

 

(重要な後発事象) 

(前中間会計期間) 

ＴＤＫ物流株式会社と当社は、平成16年６月24日開催の両社の定時株主総会において、それぞ

れ承認可決された合併契約書に基づき、平成16年10月１日をもって合併し、当社はＴＤＫ物流の

資産、負債その他の権利義務の一切ならびに従業員を引き継ぎました。 

合併に関する事項の概要は「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表等 (1)中間連結財務諸

表」の中の「注記事項(重要な後発事象)」に記載のとおりであります。 

 

（当中間会計期間および前事業年度） 

該当事項はありません。 
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(2) 【その他】 

平成17年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(1) 中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・176百万円 

(2) １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10円00銭 

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・平成17年12月９日 

（注）平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支

払を行うものであります。 
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第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第41期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

 
平成17年６月27日 
関東財務局長に提出。 

(2) 
有価証券報告書の 
訂正報告書 

上記有価証券報告書の訂正報告書  
平成17年10月11日 
関東財務局長に提出。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

 

 

平成16年12月10日 

株式会社アルプス物流 

取締役会 御中 

新日本監査法人 

 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  小  島  秀  雄  ㊞ 

 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  大  木  一  也  ㊞ 

 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  宗  像  雄 一 郎  ㊞ 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社アルプス物流の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連

結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連

結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アルプス物流及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 

 
 
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 
 



ファイル名:702_kansa_0033300501712.doc 更新日時:2005/12/07 13:16 印刷日時:05/12/08 5:05 

 
独立監査人の中間監査報告書 

 

 

平成17年12月９日 

株式会社アルプス物流 

取締役会 御中 

新日本監査法人 

 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  小  島  秀  雄  ㊞ 

 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  大  木  一  也  ㊞ 

 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  宗  像  雄 一 郎  ㊞ 

 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  井  村  順  子  ㊞ 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社アルプス物流の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連

結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連

結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アルプス物流及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 

 
 
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 
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独立監査人の中間監査報告書 

 

 

平成16年12月10日 

株式会社アルプス物流 

取締役会 御中 

新日本監査法人 

 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  小  島  秀  雄  ㊞ 

 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  大  木  一  也  ㊞ 

 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  宗  像  雄 一 郎  ㊞ 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社アルプス物流の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第41期事業年度の中間

会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社アルプス物流の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 

 
 
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 
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独立監査人の中間監査報告書 

 

 

平成17年12月９日 

株式会社アルプス物流 

取締役会 御中 

新日本監査法人 

 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  小  島  秀  雄  ㊞ 

 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  大  木  一  也  ㊞ 

 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  宗  像  雄 一 郎  ㊞ 

 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  井  村  順  子  ㊞ 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社アルプス物流の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第42期事業年度の中間

会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社アルプス物流の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 

 
 
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 
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